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○栗東市空き店舗等活用促進事業補助金交付要綱 （案） 

平成３０年 月 日 

告示第   号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、栗東市内の駅周辺（栗東駅、手原駅）の賑わい創出と地域経済活性

化に向けて、指定区域内における空き店舗等の減少及び商環境の向上を図るため、空き

店舗等を活用する新規出店者と当該空き店舗等の所有者に対し、市が予算の範囲内にお

いて、栗東市空き店舗等活用促進事業補助金(以下「補助金」という。)を交付することに

関し、栗東市補助金等交付規則(昭和６３年栗東町規則第１１号。以下「規則」という。)

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 指定区域 別図に定める区域をいう。 

(2) 空き店舗等 指定区域において入居者がいない状態又は入居者を決定していない状

態が原則として３箇月以上継続し、店舗として賃貸借可能な建物の全部又は一部をいう。 

(3) 新規出店者 空き店舗等を賃借する中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条

に規定する中小企業者で、統計法（平成19年法律第53号）第２条第９項に規定する統計基

準として設定された日本標準産業分類（平成25年総務省告示第405号）に定める産業分類

（大分類）のうち、小売業、飲食業またはサービス業その他市長が認めた事業を新たに営

もうとする者又は既に事業を営んでいる個人又は法人をいう。 

 

（補助対象経費等） 

第３条 この補助金の補助対象経費、補助対象者及び補助額は、別表１に定めるとおりと

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者と

する。 

(1) 空き店舗等の所有者と新規出店者との関係が別表２の要件に該当しない者 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条

第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は第３条の２に

規定する特定性風俗物品販売等営業を行わない者 

(3) 市内で営業している店舗から指定区域内の空き店舗へ移転したことにより、移転前の

店舗を空き店舗としない者 

(4) 週５日以上営業し、かつ、通年営業が可能であり、２年以上継続して営業を行う見込

みがある者 

(5) 市区町村民税を完納している者 

(6) フランチャイズチェーン方式による営業でない者 

(7) 店舗を改装または修繕する場合は、店舗改装工事に着手する前で、かつ、当該年度内

に改装または修繕工事が完了し、補助対象事業を開始する見込みがある者 
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(8) 店舗を改装または修繕しない場合は、補助対象事業の開始前で、かつ、当該年度内に

補助対象事業を開始する見込みがあること。 

(9) 会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づ

く更生手続又は再生手続を行っていない者 

(10) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

２項に規定する暴力団の構成員若しくはその関係者又はその利益となる活動を行う者が、

新規出店者又は新規出店者が入店する店舗所有者の役員又は経営に事実上参加していな

い者 

(11) 市長が不適当と認める業種の営業を行っていない者又は行わない者 

(12) 過去にこの告示による補助金の交付を受けたことがない者 

３ 第１項に規定する補助金の額に1円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

 

（交付申請） 

第４条 この補助金の交付を受けようとする新規出店者又は新規出店者が入店する店舗

所有者は、空き店舗等への出店をする前に、栗東市空き店舗等活用促進事業補助金交付申

請書（様式第１号）に関係書類を添付し、市長に提出しなければならない。この場合にお

いて、第３条第２項第１２号の規定にかかわらず、前年度補助金交付要綱に基づく補助金

の交付を受けた者で、前年度中に補助対象となる店舗賃借料の補助金の交付対象期間が12

箇月に満たない場合で、今年度も引き続き店舗賃借料の補助金の交付を受けようとする者

は、関係書類を添えて、申請するものとする。 

 

（交付決定） 

第５条 市長は、前条の交付申請があった場合は、速やかにその内容等を審査し、補助金

を交付することに決定したときは、栗東市空き店舗等活用促進事業補助金交付決定通知書

（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２ 前項に規定する審査を行うに当たって、必要に応じて外部から助言を求めることがで

きる。 

３ 第１項の規定による事業の決定に当たっては、必要な指示又は条件を付することがで

きる。 

 

（内容の変更等） 

第６条 補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、当該補

助金交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更しようとするときは、

栗東市空き店舗等活用促進事業補助金変更交付申請書（様式第３号）に関係書類を添えて、

あらかじめ市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受けた場合は、その内容を審査し、補助事業の内容の変更を認

めたときは、栗東市空き店舗等活用促進事業補助金変更決定通知書（様式第４号）により、

補助事業者に通知するものとする。 
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（実績報告） 

第７条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は当該年度の末日のいずれか早い日ま

でに、栗東市空き店舗等活用促進事業補助金実績報告書（様式第５号）に関係書類を添え

て、市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第８条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、速やかに内容等を審査し、交

付すべき補助金の額を確定し、栗東市空き店舗等活用促進事業補助金確定通知書（様式第

６号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第９条 前条の規定による通知を受けた者が補助金の交付の請求をするときは、栗東市空

き店舗等活用促進事業補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の返還等） 

第10条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金交付の決定

若しくは補助金の額の確定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返

還させることができる。 

(1) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(4) その他市長が特に必要であると認めるとき。 

 

（店舗の処分等の制限） 

第11条 補助事業者は、第５条の規定により決定した日から起算して２年間は、補助金の

交付を受けた空き店舗等を他の目的に使用し、他の者に貸し付け、若しくは譲渡し、又は

債務の担保に供してはならない。ただし、あらかじめ市長の承認を得たときは、この限り

でない。 

 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年  月  日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この要綱は、平成３２年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前に第５条の規

定により提出された交付申請等によって得ることのできた権利及びその権利に付された条件

等については、同日後もなおその効力を有するものとする。 
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別表１（第３条関係） 

補助対象経費 補助対象者 補助額 

店舗改装費 

 指定区域内において、

新たに開業するにあたり

必要と認められる内装工

事（天井、内壁床等）、外

装工事（看板設置、扉等）、

給排水設備工事、電気工

事、空調設備工事等に係

る費用及び附帯設備（キ

ッチン、カウンター、照明

等で、建物と一体となっ

たものに限る。）の設置に

係る費用 

指定区域内にお

ける新規出店者 

市内に事業所を有する者に請け負わせ

る店舗改装に要した金額の５分の１以

内かつ15万円を限度とする。 

店舗（来客者用駐車場を

含む。）賃借料 

 保証金、敷金、礼金等の

預託金、仲介手数料等を

除く。 

 

 

 

 

 

 

 

１ 月額店舗賃借料の５分の１以内かつ

５万円以下とし、最大12箇月分とする。 

２ 開業日の属する月の翌月（１日に開

業する場合にあっては、該当月）から対

象とする。 

３ １の規定にかかわらず、前年度に、店

舗賃借料にかかる補助金の交付決定を

受けた者については、月額店舗賃借料の

５分の１以内かつ５万円以下とし、12箇

月分から前年度に補助金の交付を受け

た月数分を除いた月数とする。 

 

店舗修繕費 

 当該店舗の賃貸に当た

り必要と認められる屋根

工事、外壁工事、給排水設

備工事（床下・建物以外の

設備）、電気工事（電線か

ら配電盤までの設備）、空

調設備工事等に係る費用 

指定区域内にお

いて新規出店者

が入店する店舗

の所有者 

 

市内に事業所を有する者に請け負わせ

る店舗修繕費の５分の１以内かつ15万

円を限度とする。 

 

備考 

 店舗改装費及び店舗修繕費にかかる設計費や備品費は対象外とする。 
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別表２（第３条関係） 

空き店舗の 

所有者区分 

新規出店 

者区分 
要件 

法人 

 

 

 

個人 １ 新規出店者と空き店舗を所有する法人（以下「所有法

人」）の役員若しくは発起人とが生計を一としている者。 

２ 新規出店者と所有法人の役員若しくは発起人とが２親

等以内の親族である者。 

法人 １ 新規出店者である法人の代表者と所有法人の役員若し

くは発起人とが生計を一としている者。 

２ 新規出店者である法人の代表者と所有法人の役員若し

くは発起人とが２親等以内の親族である者。 

個人 

 

 

 

個人 １ 新規出店者と空き店舗所有者とが生計を一としている

者。 

２ 新規出店者と空き店舗所有者とが２親等以内の親族で

ある者。 

法人 １ 新規出店者である法人の代表者と空き店舗所有者とが

生計を一としている者。 

２ 新規出店者である法人の代表者と空き店舗所有者とが

２親等以内の親族である者。 
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別図（第２条関係） 

 

１．栗東駅周辺地区 

 

備考 指定区域は、実線内側の区域とする。 

 

２．手原・安養寺周辺地区 

 

備考 指定区域は、実線内側の区域とする。 


